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1. 代替(Replacement)のメリット

代替とは、各指定締約国の国内商標を国際登録に一本化するための仕組みです。

国際登録より前に各国登録を有する名義人は、各国登録から生じる権利を害することなく
（＝国内登録の出願日、優先日、登録日等の利益を引き継いで）、各国登録を国際登
録によって代替する（置き換える）ことができます。

代替によって、各指定締約国の国内商標を国際登録に一本化できることから、各国ごとの
管理が不要となり、更新手続きや住所変更手続き等をWIPO国際登録簿に対してのみ行
うことで、手続き負担及びコストの削減を図れる可能性があります。
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2. 代替の条件

代替は、

①商標が同一
②名義人が同一
③国際登録の保護（国際出願時の領域指定又は事後指定）が
国内登録後にその指定国に及んでいる

④国際登録に国内登録の指定商品・役務が含まれている

の４つの条件を満たす場合に、
自動的に効果（国内登録の出願日、優先日、登録日等の利益を引き継ぐ効果）が発生します。
[マドリッド協定議定書第4条の2(1)]

2



WIPO FOR OFFICIAL USE ONLY

[マドリッド協定議定書に基づく規則第21規則(3)]
 代替の効力は、指定国においてその国際登録が効力を生じた日（国際登録又は領域指定の
記録の日）から発生します。

 国際登録は複数の国内登録を代替可能です。
 指定国官庁は代替されるとみなされる国内登録に基づき、国際登録の保護を拒絶することはで
きません。また、代替された国内登録と国際登録とは共存可能であることから、必要があれば国
内登録の権利を維持し続けることも可能です。

 商品役務の範囲は、国内登録の商品役務と国際登録の商品役務が一部重なっている場合、
その部分について代替が可能です。（2021年11月1日発効の規則改正により、いわゆる「一部
代替」が可能であることが明確化されました。ただし、これまで国際登録が国内登録の商品役務
を全てカバーしていなければ代替は認められないと解釈していた締約国もあるため、締約国は2025
年2月1日まで適用猶予があります。）

3. 代替に関するその他の決まり
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4. 代替の例
1999 年4月1日に登録されたオーストラリアの国内登録商標あり。
同一商標について、2021年4月1日にオーストラリアを指定してマドリッド国際登録に基づ
く事後指定を行い、2021年10月1日付けでオーストラリア知財庁から保護認容声明が
発行された。

→ 代替の条件を満たす場合、2021年4月1日以降、国際登録がオーストラリア国内登録
に自動的に代替します。国内登録において保護されていた商品役務であって、国際登録に含
まれている商品役務は、オーストラリア国内登録で保護されていた日付（1999 年4月1日）
から保護されていたものとして扱われます。
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5. 代替の記録の申請
代替は条件を満たせば自動的に効果が発生しますが、効果が発生しているか否かを明示的に
確認するための仕組みとして、代替の記録の申請という手続きがあります。
[マドリッド協定議定書に基づく規則第21規則(1)及び(1)]

代替の記録の申請及びその後の流れ

①名義人は、指定締約国の官庁に対し、当該国の国内登録簿に国内登録が国際登録によって
代替されている旨を記録する申請を行います（様式、手数料、現地代理人の要否は各国によ
ります）。申請は、WIPOによる指定国への国際登録による領域指定又は事後指定の通知の
日以降、行うことができます。

②指定締約国の官庁は、申請により代替を記録した場合は、その旨を国際事務局に通報します。
③国際事務局は、通報された表示を国際登録簿に記録・公報に掲載し、その旨を名義人に通知
します。

※ポイント：代替の記録の申請を行うことにより、代替が認められるか（条件を満たしているか）を明示的に確認
することができ、国内登録の更新の要否等の判断が行いやすくなります。
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6. 代替の記録の申請に関する指定締約国官庁の情報
WIPOのMadrid Member Profilesのデータベースにおいて、締約国から提供されている代替の
記録の申請に関する情報を掲載しています。更なる詳細な情報が必要な場合は、各指定締約
国官庁のウェブサイトや現地代理人にご確認ください。
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1. Select membersで調べたい締約
国を選択した後、2. Select details
で「Replacement」を選択し、右上

の「Next」ボタンをクリック

https://www.wipo.int/madrid/memberprofiles/selectmember
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7. 代替が記録されている案件の確認方法
-Transactionコードからの検索 -

* Transactionコードは、画面上部の「HELP」→
「HOW TO SEARCH」の中に一覧があります。

１．Madrid Monitor の Advanced 
Search で、「Transaction」欄に代替の

Transactionコード「FBN」を入力。

３．「search」ボタンをクリック
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２．代替が記録されている指定国を
絞って検索したい場合は、「FBN JP」
「FBN AU」のように指定国の国コードを

入力。
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代替の記録
（国際登録に代替された
国内登録商標の番号等

を確認できる）

7. 代替が記録されている案件の確認方法(続き)
-Transactionコードからの検索 -

WIPO Gazette 
(公報)掲載番号
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7. 代替が記録されている案件の確認方法(続き)
- 公報を確認したい場合 -
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「WIPO Gazette」タブを選択

「Miscellaneous recordals」から公報
掲載番号を選択し、確認・印刷できる
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マドリッド協定議定書第4条の2
国際登録による国内登録又は広域登録の代替

(1) いずれかの締約国の官庁による国内登録又は広域登録の対象である標章が国際登録の対象でもあり、かつ、
その名義人が国際登録の名義人と同一である場合には、当該国際登録は、当該国内登録又は広域登録により生
ずるすべての権利を害することなく、かつ、次の(i)から(iii)までの条件を満たすことを条件として、当該国内登録又は広
域登録に代替することができるものとみなす。

(i) 国際登録による標章の保護の効果が第3条の3(1)又は(2)の規定に基づいて当該締約国に及んでいること
(ii) 国内登録又は広域登録において指定されたすべての商品及びサービスが当該締約国に係る国際登録におい
ても指定されていること。

(iii) (i)に規定する効果が国内登録又は広域登録の日の後に生じていること
(2) (1)に規定する官庁は、求めに応じ、自己の登録簿に国際登録について記載しなければならない。

<参考：マドリッド協定議定書第4条の2(日本語訳)>
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第21規則
国際登録による国内登録又は広域登録の代替
(1) ［申請及び通報］
国際登録又は事後指定の通知の日以後，議定書第4条の2(2)の規定に従い、名義人は、それぞれの場合に応じ、指定締約国の官庁の登録簿に国際登録について記録
すべき旨の申請を直接その官庁へ提出することができる。当該申請を受けた官庁は、国内登録若しくは広域登録又は二つ以上の登録が、国際登録によって代替されている
旨をその国内登録簿に記録した場合には、その旨を国際事務局に通報する。かかる通報には、次のものを表示する。

(i) 関係する国際登録の番号
(ii) 代替が、国際登録に係る一又は複数の商品及びサービスのみに関係する場合には、当該商品及びサービスの表示、及び
(iii) 国際登録によって代替された国内登録若しくは広域登録又は二つ以上の登録の出願日及び出願番号並びに登録日及び登録番号、及び優先日(該当する場合)

この通報には、国内登録又は広域登録又は二つ以上の登録により生ずる他の権利に基づく情報を含めることができる。
(2) ［記録］

(a）国際事務局は、(1)の規定に基づき通報された表示を国際登録簿に記録し、その旨を名義人に通報する。
(b）（1）の規定に基づき通報された表示は、該当する要件を満たす申請を国際事務局が受領した日付をもって記録されなければならない。

(3) ［代替に関する詳細］
(a) 国際登録の対象となる標章の保護は、部分的であっても、国際登録によって代替されるとみなされる国内登録又は広域登録に基づき拒絶することはできない。
(b) 国内登録又は広域登録及びそれらを代替する国際登録は共存できなければならない。名義人は、国際登録によって代替されたとみなされる国内登録又は広域登録
の放棄又は取消を求められることはなく、更新を希望する場合には、適用される国内法又は域内法に基づき当該登録を更新することができる。

(c) 指定締約国官庁は、その登録簿に記録する前に、議定書第4条の2(1)に規定する条件が満たされているか否かを決定するため、(1)に規定する申請を審査する。
(d) 国内登録又は広域登録の代替に関する指定商品及び指定役務は、国際登録の指定商品及び指定役務に含まれていなければならない。代替は、国内登録又は広
域登録における一部の指定商品及び指定役務のみに関わるものである。

(e) 議定書第4条(1)(a)の規定に従い、当該指定締約国においてその国際登録が効力を生じた日から、国内登録又は広域登録は国際登録に代替されたものとみなす。

<参考：マドリッド規則第21規則(日本語仮訳):2021 年11月1日発効>
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ご不明な点がありましたら、以下までお問い合わせください。

世界知的所有権機関(WIPO)日本事務所

住所: 〒100-0013 
東京都千代田区霞が関1丁目4-2 
大同生命霞が関ビル3階

TEL: 03-5532-5030
FAX: 03-5532-5031
E-Mail: japan.office@wipo.int
URL:  www.wipo.int/japan
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